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はじめに 

 

いじめは、いじめを受けた児童生徒の人権を著しく侵害し、その心身の健全な成長及

び人格の形成に重大な影響を与えるのみならず、その生命又は身体に重大な危険を生じ

させる恐れがあります。いじめは、決して許される行為ではありません。    

上越市では、児童生徒に差別や偏見をなくし、他を思いやる心を育成するために同和

教育を中核として人権教育を推進してきました。差別の現実に学び、差別を憎み、憤り、

差別を許さないことを自らの生き方として選択できる力の育成に努めています。 

上越市では平成 7 年に中学生がいじめを苦にした内容の遺書を残して自らの命を絶つ

という痛ましい出来事がありました。これを契機に、上越市では、子どもの命と人権を

尊重した学校づくりを最優先に掲げ、「学校訪問カウンセラー」「こどもほっとライン」

を設置するなどして、児童生徒や保護者からの相談を受ける環境を整えてきました。 

この度、上越市では、いじめ防止対策推進法（平成 25 年法律第 71 号 以下「法」とい

う。）第 12 条の規定及び国のいじめの防止等のための基本的な方針（以下「国の基本方

針」という。）に基づき、いじめの防止等（いじめの防止、いじめの早期発見及びいじめ

の対処をいう。以下同じ。）のための対策を、総合的かつ効果的に推進するために、「上

越市いじめ防止基本方針」（以下「市の基本方針」という。）を策定しました。 

 

いじめは「どの学校、どの学級、どの児童生徒にも起こり得る」問題であり、いじめ

に悩む児童生徒を救うため、本基本方針に基づき、学校、家庭、地域、その他の関係者

との強い連携の下で「いじめを生まない、いじめを決して見逃さない、いじめを決して

許さない」という意識を共有し、いじめの防止等に全力で取り組んでまいります。 

 

なお、この基本方針は、国の基本方針が 3 年の経過を目途として見直されることを踏

まえ、必要に応じて見直すものとします。 
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第１ いじめの防止等の対策の基本的な方向 

１ いじめの防止等の対策に関する基本理念 

  いじめ防止等のための対策は、まず、全ての児童生徒が安心して学校生活を送 

 ることができるよう、いじめを許さない意識の醸成や互いに尊重し合う人間関係の 

 構築など、学校の内外を問わず、いじめを未然防止することを旨として実施します。 

  次に、いじめを認知した場合は、いじめを受けた児童生徒の生命・心身を保護す 

 ることが最優先であるという認識を共有し、市、学校、家庭、地域、関係機関等が 

 連携していじめ問題の克服に取り組みます。 

  いじめた児童生徒の指導については、いじめは相手の人格を傷つけ、生命をも脅 

 かす行為であることを理解させ、自らの責任を十分自覚させるとともに、当該児童 

 生徒が抱える問題などにも目を向け、健全な人格の発達に配慮します。 

  さらに、いじめを認識しながらそれを助長したり傍観したりする児童生徒に対し 

 ても、それが間接的にいじめに加担する行為であることを自覚させ、いじめは許さ 

 れない行為であり、見逃してはいけないことを十分理解できるようにします。 

 

２ いじめの定義等 

（１）いじめの定義 

  いじめの定義は、法第 2条において次のように規定されています。 

 

 

 

 

 

 

この定義を踏まえた上で、個々の行為が「いじめ」に当たるか否かについては、

表面的、形式的ではなく、いじめを受けた児童生徒の立場に立って判断します。ま

た、いじめには多くの態様※３があることから、いじめに該当するか否かを判断する

に当たり、「心身の苦痛を感じているもの」との要件を限定的に解釈することがな

いよう努めます。 

 
※１ 「一定の人的関係」とは、学校の内外を問わず、同じ学校・学級や部活動の児童生徒や、塾やスポーツク

ラブ等当該児童生徒が関わっている仲間や集団（グループ）など、当該児童生徒と何らかの人的関係を指

します。 

※２ 「物理的な影響」とは、身体的な影響のほか、金品をたかられたり、隠されたり、嫌なことを無理矢理さ

せられたりすることなどを意味します。 

※３ 具体的ないじめの態様の例 

  ・冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる 

  ・仲間はずれ、集団による無視をされる 

  ・軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする 

  ・ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする 

いじめとは、児童等に対して、当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と

一定の人的関係※１にある他の児童等が行う心理的又は物理的な影響※２を与える行為（イン

ターネットを通じて行われるものを含む。）であって、当該行為の対象になった児童等が心

身の苦痛を感じているものをいう。 
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  ・金品をたかられる 

  ・金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする 

  ・嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする 

  ・パソコンや携帯電話等で、誹謗中傷や嫌なことをされる 等 

（※１～※３は、国の基本方針による） 

（２）市基本方針における学校の範囲等 

  法第 2 条第 2 項において、「この法律において「学校」とは、学校教育法（昭和

22 年法律第 26 号）第 1条に規定する小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び

特別支援学校（幼稚部を除く。）をいう。」とされており、本基本方針における「学校」

については、上越市立学校条例（昭和 46 年 4 月 29 日条例第 29 号）に規定する学校

とします。 

  また、本基本方針における「児童生徒」については、上越市立学校に在籍する児童

又は生徒とし、「保護者」とは「児童生徒」の親権を行う者（親権を行う者のないと

きは未成年後見人）をいいます。 

  

３ 上越市のいじめの実態とその背景 

 平成22年から平成25年までの上越市のいじめの実態から、その特徴を考察しました。 

（１） 小学校高学年での激増 

  小学校におけるいじめの学年別認知件数（4年間の平均）は、次のとおりです。 

学年 １年生 ２年生 ３年生 ４年生 ５年生 ６年生 

件数 7.5 件 4.5 件 7.3 件 11.0 件 24.8 件 19.5 件 

  認知件数は、小学校 5年生で倍増しています。この背景には、思春期特有の心身の

不安定さに加えて、学習内容が難しくなることや高学年としての責任を果たさなけれ

ばならないこと等をストレスと感じ、そのはけ口としていじめを行うことがあると考

えられます。 

  自尊感情を育てるために、高学年としての活躍を期待することは悪いことではあり

ませんが、児童を前面に出しながらも教員がその脇に寄り添い、丁寧に指導、評価し

て成就感を味わわせることが望まれます。 

 

（２） 中１ギャップの存在 

  中学校におけるいじめの学年別発生件数（4年間の平均）は、次のとおりです。 

学年 １年生 ２年生 ３年生 

件数 36.0 件 20.3 件 13.5 件 

  中学 1年生の認知件数は、6年生の 2倍弱となっており、小中 9年間で最大の件数

です。この背景には、いわゆる中 1ギャップ※４の存在があると考えられます。1年生

は、中学校に入り、授業や部活動等で学校生活が大きく変わります。学校によっては、

小規模の小学校から大規模の中学校に入学するなど、出身小学校の異なる生徒ととも

に学校生活を送る学校もあります。 

  小学校の段階で、中学校に適応できる力を意図的、計画的に身に付けさせることが

望まれます。また、中学校では、小学校の児童の様子を観察したり、教員同士で情報
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交換したりしながら、具体的にどのような体制で受け入れるか、検討したり、工夫し

たりすることが望まれます。小中の9年間を見通した教育の取組が重要になってきます。 

※４ 新潟県教育委員会では、中学校 1年生でいじめや不登校が急増するという現象面のギャップと、中学校に進 

  学した子どもたちが感じる学校制度や教職員の指導等のギャップという２面を合わせて「中 1ギャップ」と定 

  義しています。 

（３） 月別の認知数で、最多発生は５月～６月と１０月～１１月 

  小中学校のいじめの月毎の発生件数（４年間の平均）は、次のとおりです。 

月 件数 月 件数 月 件数 月 件数 

4 月 10.5 件 7 月 13.8 件 11 月 17.3 件 2 月 12.8 件 

5 月 17.8 件 9 月 13.8 件 12 月 11.5 件 3 月 6.3 件 

6 月 15.0 件 10 月 17.5 件 1 月 7.5 件  

  どの月でもいじめは認知されており、大きな偏りはありませんが、5月～6月と 10

月～11 月の時期にやや多く認知されています。 

  5、6 月に多く認知されている背景としては、その時期は、新たな環境に適応して

いく 4月を経て、徐々に友だちができ、児童生徒一人一人の性格が表出し、集団の中

での自分の立ち位置を模索し合う時期であることが考えられます。このような時期に

は、児童生徒の観察を複数の目で行うとともに、各種アンケートなど児童生徒から情

報を収集して、話を聞いたり相談に乗ったりすることが必要です。 

  10 月、11 月については、多くの学年、学校行事が行われる時期であることが挙げ

られます。遠足や野外活動、文化祭、合唱祭など、友人と協力して課題を解決する機

会が多くありますが、その際、規範意識や人間関係をつくる力、友人と協力して取り

組もうとする態度などの社会性が身に付いていない児童生徒は、自分が仲間から当て

にされていないと感じて投げやりな態度になったり、他を攻撃したりして、トラブル

を起こすことがあります。 

  教職員は児童生徒の自治的、自浄的能力の育成を図りながらも、集団における一人

一人の様子を観察し、行事の意義を確認させるとともに、児童生徒それぞれに声を 

かけて励ますことが必要です。 

 

（４） よく見られるじゃれ合い等に紛れるいじめ 

  小中学校における男女別いじめの態様において、「冷やかし、からかい、悪口等」 

が最も多く 4年間の平均で 84.0 件、次いで「嫌なこと、危険なこと等をされる」が 

28.3 件、「軽くぶつかられたり叩かれたりする」が 28.0 件です。どれも、冗談の言 

い合い、じゃれ合いといじめの区別が難しく、やっている方も悪意のない場合もあり 

ます。 

  しかし、いじめの定義から考えると、受け手がどのように思っているかが重要です。 

教職員は、これらの態様のいじめが多いことを考慮し、いじめの芽を見逃さないよう、 

叩かれたりからかわれたりする児童生徒をよく観察し、必ず個別に話を聞くことが大 

切です。 
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（５）いじめ認知のきっかけ 

  いじめ認知のきっかけは、小学校では当該児童の保護者からの訴えが最も多く、4 

年間の平均で 26.0 件、次いで教員（担任、他の教員等）の発見が 15.8 件、他の児童 

からの情報が 11.3 件、本人からの訴えが 10.8 件となっています。 

中学校では、本人からの訴えが最も多く 24.3 件、次いで当該生徒の保護者からの 

訴えが19.3件、教員の発見が 12.8 件、他の生徒からの訴えが 11.5 件となっています。 

このことから、当市では、当該児童生徒やその保護者が積極的に発信することで、 

いじめの早期解決を図ろうとしていることがうかがえます。また、児童生徒や保護者

の訴えで挙がってきたということは、教職員がいじめを認知する前に挙がってきたと

いうことであり、見過ごしたり深刻ではないと判断したりした件があった可能性があ

ります。教職員はこのことを自覚し、いじめに対する感性を研ぎ澄ませ、意識して一

人一人の児童生徒の様子を観察し、各事案に丁寧に対応することが望まれます。 

（６） 教育的ニーズを要する児童生徒にかかるいじめの状況 

  平成 26 年 4 月～6 月におけるいじめの報告において、特別な支援を要する児童生

徒がかかわったいじめの件数は 20 件で、全体の 41.7％に相当します。また、加害者

となった場合、被害者となった場合はそれぞれ 10 件となっています。 

  事案の特徴として、被害の様態としては、からかい、暴力など他のいじめと際だっ

た違いはありません。ただ、人をじっと見つめる特性により悪口を言われるなど、学

級の児童生徒が障害特性を十分理解していないことが原因で起こる事例もあります。

加害の様態については、相手の心情を考えずに、心ない暴言や悪口、仲間外しが多く

見られ、中には暴力をふるう事例もありました。 

  共に良好な人間関係を築きながら充実した自分らしい生活を送るという共生の観

点から、教育的ニーズのある児童生徒の特性について学級の児童生徒に十分理解さ

せ、共に楽しく過ごせるよう指導することが大切です。 

   

４ いじめ防止等に向けた基本的な考え方 

  いじめは、いじめを受けた児童生徒の人権を侵害する行為であり、その防止に向け、 

学校はもとより、社会全体が使命感をもって取り組んでいかなければなりません。ま 

た、いじめは、いつ、どこでも起こり得るものなので、早期発見に努め、認知した場

合は深刻化させないよう、迅速かつ適切に対応することが大切です。 

（１）市として 

① 上越市は、子どもの心身のすこやかな成長を地域社会が支援し、もって子ども

が安心し、かつ、自信を持って生きることができる地域社会の実現に寄与するこ

とを目的に、平成 20 年 3 月 28 日に「上越市子どもの権利に関する条例」を制定

しました。さらに、「ひとにやさしい自立と共生のまち・上越」の実現に向けて、

同年 12 月 18 日に「人権都市宣言」を行いました。これらの趣旨から、全市民が

幸せに生きる権利をもっていること、並びに人を思いやる心を持つこと、これら

両方の大切さを自覚できるよう、互いの命や人権を大切にする施策を実施します。 
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② 上越市いじめ防止基本方針を定め、これに基づき、いじめ防止等の必要な施策

を実施します。 

③ 学校、保護者、地域の連携を強化し、地域青少年育成会議でいじめの予防等に

努めます。 

④ 重大事態発生時には、その解決に向け、発生したいじめについて調査を行う組

織を設置します。 

 

（２）学校として 

① 学校運営協議会を活用しながら、全ての児童生徒が安心して生活し、全力で 

教育活動に取り組むことができる学校づくりを目指します。 

② 児童生徒が主体となって取り組む活動を支援し、自己有用感や規範意識などの 

社会性を育みます。 

③ いじめは、どの学校にも、どの学級にも、どの児童生徒にも起こり得ることを

全教職員で強く意識し、教育活動を展開します。 

④ 相談窓口を家庭や児童生徒に周知するとともに、児童生徒に対して毎月のアン

ケートや個別の面談を実施するなど、児童生徒一人一人の状況把握を丁寧に行い

ます。 

⑤ いじめを認知した場合は、いじめられている児童生徒を守り抜くことを表明し、

校長のリーダーシップの下、関係機関等と連携して、早期解決に力を注ぎます。 

 

（３）保護者として 

① 子の教育について第一義的責任を有する者として、子どもが安心して生活でき

る家庭環境を整えます。さらに、基本的な生活習慣を身に付けさせるとともに自

立心を育成し、心身の調和のとれた発達を図るよう努めます。 

② 保護者として、自分の子にいじめをしてはならないことを教えるとともに、規

範意識や他を思いやる心を育てます。 

③ 子どもの様子の変化を察知できるよう、日頃から子どもとの関わりを多くもつ    

努力をします。また、子どものＳＮＳ等の使用状況について把握したり、ネット

の利用について家庭でルールを決めたりするなど、適切な使い方について指導し

ます。 

④  自分の子が関係するいじめを発見したり、いじめがあると思われたりしたとき

は、まず保護者自身が相談に乗るとともに、速やかに学校、関係機関等に相談又

は通報し、連携して早期解決を図ります。 

 

（４）児童生徒として 

   ①  まず、いじめは絶対に許されない人権侵害であることを学び、自ら他人に対し

ていじめを絶対しないようにします。 

     ② 自分を大切にするとともに、他者に対しても思いやりをもった言動をとります。

自分がいじめられた場合だけでなく、他のいじめを発見したときは、決して見て

見ぬふりをせず、すぐに親や教員に相談します。 
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③ 学校の諸活動だけでなく、地域における活動に積極的に参加し、同世代の仲間

だけでなく異年齢の児童生徒や大人と交流し、社会性を身に付けます。 

  

（５）市民として 

① 「地域の子どもは地域で育てる」の考えの下、子どもが健やかに成長すること  

を願い、あいさつ運動、ボランティア活動、絆を深める活動等を通して、進んで

児童生徒との関係をつくります。 

   ② いじめを発見したり、いじめがあると思われたりしたときは、速やかに市、学

校又は関係機関に通報します。 

 

第２ いじめ防止等のために上越市及び教育委員会が実施する施策 

１ 組織の設置 

（１）上越市いじめ問題対策連絡協議会の設置 

法第 14 条第 1項の規定に基づく組織として、市は上越市いじめ問題対策連絡協議

会（以下「連絡協議会」という。）を設置します。 

  連絡協議会は、いじめの防止等に関係する機関及び団体の連携を円滑に進めるた

め、新潟地方法務局、新潟県上越児童相談所、上越警察署、上越市民生委員児童委

員協議会連合会、上越市小・中学校長会、上越市教育委員会その他の関係団体など

必要と認められる機関及び団体等の代表・担当者で構成し、次に掲げる役割を担い

ます。 

① いじめ防止等に向けた関係機関等の取組状況についての情報共有 

② いじめ防止等に向けた関係機関等の対策についての協議 

③ いじめ防止等に関する関係機関等相互の連絡調整 

④ 関係機関等の相談窓口等の周知  等  

 

（２）上越市いじめ防止対策等専門委員会の設置（教育委員会に設置） 

法第 14 条第 3 項及び第 28 条第１項の規定に基づく組織として、市教育委員会は

上越市いじめ防止対策等専門委員会（以下「専門委員会」という。）を設置します。 

専門委員会は、公平性・中立性を確保するため、弁護士、精神保健に関し学識経

験を有する医師、学識経験者、その他教育委員会が必要と認める第三者で構成し、

次に掲げる役割を担います。 

① 教育委員会の諮問に応じ、いじめ防止等のための対策について専門的知見から調

査研究し、及び審議すること 

② 学校における重大事態（後述）に係る事実関係を明確にするための調査 

 

（３）上越市いじめ問題再調査委員会の設置（市長部局に設置） 

法第 30 条第 2 項及び第 31 条第 2 項の規定に基づく組織として、市は上越市いじ

め問題再調査委員会（以下「再調査委員会」という。）を設置します。 
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再調査委員会は、公平性・中立性を確保するため、弁護士、精神保健に関し学識

経験を有する医師、学識経験者、その他教育委員会が必要と認める第三者で構成し、

法第 30 条第 2項及び第 31 条第 2項の調査を行います。 

  

２ いじめ防止に向けた市及び教育委員会の施策 

（１）豊かな心を育む教育の推進 

  ①  命を大切にする心や他人を思いやる心等、児童生徒の豊かな人間性の育成を図る 

とともに、互いの大切さを認め合う態度や行動力を育てる人権教育、同和教育を充 

実するよう、学校訪問等で指導します。 

（２）社会性を育む生徒指導の推進 

 ① 好ましい人間関係をつくる能力や他者と協力しながら問題解決を図る意欲・態度 

などの社会性を育むよう、関わり合って学ぶ授業づくり、児童生徒が主体となって 

取り組む「いじめ見逃しゼロスクール集会」、異学年・異年齢集団による活動等を、 

学校訪問等で指導します。 

（３）教員の指導力向上のための支援 

 ① 学級会や学年活動、児童会活動、生徒会活動等による児童生徒の自主的、自治的 

な特別活動の推進に向けて、教員の指導力の向上を図るために、研修会等の充実を 

図ります。 

 ② 児童生徒の悩みを察知し、解消に向けて適切に対応するとともに、心のケアにつ 

いても対応できるよう、児童生徒理解を始め、カウンセリング等の研修の充実を図 

ります。 

 

（４）いじめの早期発見、早期解決のための取組 

 ① 毎月学校から報告されるいじめの実態について、個々の状況を把握し、早期解決 

に向けて指導、助言を行います。 

 ② 教育相談、各種学校生活アンケートなど、児童生徒の悩みや変化を素早く察知す 

るシステムを構築するよう、学校に働きかけます。 

 ③ いじめの早期発見及び児童生徒の心の安定を図るために、学校訪問カウンセラー 

の派遣や子どもほっとラインなどの相談窓口を充実します。 

 

（５）保護者、地域との連携に向けた支援 

① 学校運営協議会でいじめ対策について協議し、必要に応じて地域青少年育成会議

等の関係機関と連携していじめの未然防止や早期解決に努めるよう指導します。 

 

 

（６）学校間連携の充実に向けた支援 

① 学校間において、いじめなど生徒指導上の問題についての情報を整理し、連携の

充実が図られるよう支援します。 
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（７）相談に係る組織的運営・協働体制の構築 

① いじめなど生徒指導上の問題を効果的に解決できるよう、スクールソーシャルワ

ーカー（ＳＳＷ）や相談員等を構成員とし、教育委員会内に置く「ＪＡＳＴ※５」

を窓口とし、すこやかなくらし支援室※６、スクールカウンセラー等の組織を効果

的に活用できる体制を整備します。 

 

  ※５ ＪＡＳＴとは「上越あんしんサポートチーム」のことで、学校だけでは解決が困難なケースに対し、学校

が主体となって早期解決できるよう支援を行うチームのことです。学校教育課の指導主事、教育センターの

ＳＳＷや相談員等で構成しています。 

  ※６ すこやかなくらし支援室とは、平成 24 年 4月に健康福祉部に設置し。社会福祉士、臨床心理士、保育士、

指導主事といった多様な専門職が協力し、複合的な課題を抱える家族を包括的に支援しています。 

 

（８）｢インターネットを通じて行われるいじめ｣の防止等に向けた取組の推進 

① 児童生徒の発達段階に応じて教科、特別活動、総合的な学習の時間等を活用して

行う情報モラル教育の充実及びトラブルが発生した場合の対処を迅速、確実に行う

ための研修会を実施します。 

② 児童生徒及び保護者が、インターネットを通じて行われるいじめを防止し、効果

的に対処することができるよう、インターネットの不適切な使用による危険性など

について啓発します。 

③ インターネット上で、児童生徒のいじめにつながる恐れのある書き込みが認めら

れた場合は、ネットパトロールの協力を得て、関係の学校に情報提供するとともに、

指導、助言を行います。 

 

（９）解決が困難ないじめ問題に対する支援 

① 解決が困難ないじめ事案には、指導主事等を派遣するなどの支援を行い、調査を

したり解消策を検討したりします。 

② いじめを受けた児童生徒を含む全ての児童生徒が安心して教育を受けられる  

よう、ケース会議で支援策を検討し、カウンセラーを学校へ派遣したり、加害児童

生徒を適応相談室※７で学習させたりするなど、必要な措置を講じます。 

  ※７ 適応相談室とは、教育委員会内にあり、教室に入りづらい、或いは他の児童生徒の学習する権利を侵害す

る恐れがある児童生徒に対して、ＪＡＳＴのスタッフが中心となって一定期間対応し、児童生徒が安定し

た状態で学校復帰できるよう指導支援を行う部屋です。 

 

第３ いじめ防止等のために学校が実施すべき施策 

１ 学校いじめ防止基本方針の策定 

学校は、法第 13 条の規定に基づき、以下の内容等を踏まえて、いじめの防止等の対 

策に関する｢学校いじめ防止基本方針｣（以下｢学校基本方針｣という。）を定めるものと

します。 
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（１）学校基本方針の内容 

①  いじめ防止のための取組、早期発見・即時対応の在り方、教育相談体制、生徒

指導体制、校内研修など、いじめ問題全般に係る内容を定めます。 

②  学校基本方針が学校の実情に即して的確に機能しているか、ＰＤＣＡサイクル

による評価を盛り込みます。 

（２）学校基本方針の策定上の留意事項 

① 学校基本方針を策定するに当たっては、検討する段階から学校運営協議会等の

参画を得て、家庭や地域と連携した学校基本方針となるよう努めます。 

②  学校全体でいじめの防止等に取り組む観点から、学校基本方針の策定に際し、

児童生徒の意見を取り入れる等、児童生徒の主体的かつ積極的な参加が確保でき

るよう留意します。 

③  策定した学校基本方針は、児童生徒や保護者、地域住民に学校だより等で示し

ます。 

 

２ いじめの防止等の対策のための組織の設置 

法第 22 条の規定に基づき、いじめの防止等に関する措置を組織的に行うため、当

該学校の複数の教職員※８、学校訪問カウンセラー等、その他の関係者により構成さ

れる「いじめ等対策委員会」（組織の名称は学校の判断による。）を置くものとし

ます。 

また、同委員会は、対応する事案の内容に応じて医師、心理や福祉の専門家、教

員・警察官経験者などの外部専門家等の参加・協力を得て、より実効的にいじめ問

題の解決を図るものとします。 

※８ 「当該学校の複数の教職員」は、学校の管理職や主幹教諭、生徒指導担当教員、学年主任、養護教諭、学

級担任や部活動指導に関わる教職員などから、学校の実情に応じて決定します。 

 

（１）いじめ等対策委員会として想定される役割 

① いじめ未然防止に向け、具体的な年間計画の作成・実行・検証・修正の中核と

なります。 

②  いじめの解消に向けて、学校が組織的に対応するための中核となります。 

③  いじめの相談・通報の窓口となります。 

④  日頃から、児童生徒の問題行動等のいじめの疑いに関する情報を収集、記録し

共有します。 

 

（２）いじめ等対策委員会の組織運営上の留意事項 

①  いじめ等対策委員会は、いじめの疑いに関する情報が校内で的確に共有でき、

共有された情報を基に、組織的に対応できる体制を整えます。 

② いじめ等対策委員会が、情報の収集と記録、情報共有を行うことができるよう、

各教職員は、ささいないじめの兆候や懸念、児童生徒からの訴えを、抱え込まず

に全て同委員会に報告・相談します。 
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３ 学校におけるいじめ防止等に関する取組  

学校は、市教育委員会と連携して国の基本方針に添付された『学校における｢いじ

め防止｣「早期発見」｢いじめに対する措置｣のポイント』（別添 2）などを参考にしな

がら、以下の取組を行います。 

 

（１)いじめの防止 

   未然防止の基本は、児童生徒が他者への思いやりや、心の通い合うコミュニケー

ション能力を育むことです。さらに、信頼できる周囲の友人や教職員との関係の中で、

規律ある態度で授業や行事に主体的に参加、活躍できる授業づくりや集団づくりを行

っていくことです。 

① 道徳教育、人権教育、同和教育など、教育活動を通して、いじめを生まない人

間関係や集団づくりを推進します。 

② 他者との交流や関わり合いなどを通して、困難に対し他者と協力しながら問題

解決を図る意欲や態度など、児童生徒の社会性を育成します。 

③ いじめゼロに向けた児童生徒の主体的な取組を推進します。 

④ いじめ防止等の対策に係る教職員の資質向上のための研修を実施します。 

⑤ 発達障害等の特性に係る教職員の理解や専門性の向上を図ります。 

（２）いじめの早期発見 

   いじめは大人の目に付きにくい時間や場所で行われたり、遊びやふざけあいを装

って行われたりするなど、大人が気付きにくく判断しにくい形で行われることがあ

ります。教職員はこの認識をしっかりもち、ささいな兆候であっても、いじめでは

ないかとの視点で対応に努めます。  

① 児童生徒の発するいじめのサインを見逃さないために、いじめ発見のためのチ 

ェックリスト等を活用し、得られた情報を迅速に共有します。 

② 毎月、学校の実態に応じたアンケート調査や教育相談等で児童生徒一人一人の 

声を確実に聞き取り、いじめの実態把握・早期発見に努めます。 

③ いじめの疑いのある情報を教職員が把握した場合の報告ルートなど、組織的な 

 情報集約のための基本的なルールを策定します。 

④ 児童生徒や保護者に対して、いじめ相談体制を周知します。 

（３)いじめへの対処 

いじめを認知した場合には、特定の教職員で抱え込まず、速やかにいじめ等対策委

員会で組織的に対応します。学校は、市教育委員会に報告するとともに、事案の内容

によっては、児童相談所や警察等の関係機関とも連携の上、対処します。 

  ① 被害児童生徒への対応及び支援 

     被害児童生徒を守り通すという姿勢の下、保護者と連携の上で、以下のような

対応及び支援を講じます。 

  ア 被害児童生徒の心的な状況等を十分理解し、被害児童生徒や情報提供した児童

生徒を守り通すことや秘密を守ることを伝え、できる限り不安を除去した上で、

いじめの事実関係を複数の教職員で正確に聞き取ります。 
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イ 被害児童生徒にとって信頼できる人物（親しい友人や教職員、家族、地域の人な

ど）と連携しながら、被害児童生徒に寄り添える体制を構築し、状況に応じて心理

や福祉の専門家、教員経験者、警察官経験者など外部専門家の協力を得ながら支援

します。 

ウ 被害児童生徒が安心して学習その他の活動に取り組むことができる環境を整備

します。 

エ 被害児童生徒と加害児童生徒の関係修復が図られるように、教職員や保護者等で

協力し、謝罪・和解の会を開きます。 

オ いじめが解決したと思われる場合でも、継続して見守り、十分な注意を払いなが

ら、折に触れ状況を保護者等に伝えるとともに、必要な支援を行います。 

② 加害児童生徒に対する措置 

  加害児童生徒に対しては、人格の成長を旨として、家庭環境や障害特性などに

配慮しながら、以下のような措置を講じます。 

  ア 加害児童生徒が、いじめは人格を傷つけ、生命、身体又は財産を脅かす行為で

あることを十分に理解し、自らの行為の責任を自覚するよう指導します。 

イ 関係保護者に迅速に連絡し、事実に対する理解や納得を得た上で、学校と保護 

者が連携して以後の対応を適切に行えるよう協力を求めるとともに、継続的な助

言を行います。 

ウ 必要に応じて心理や福祉の専門家、教員経験者、警察官など外部専門家の協力を

得て、いじめを止めさせ、再発を防止します。 

エ 加害児童生徒のプライバシーに留意し、心理的な孤立感・疎外感を与えないよ 

う教育的配慮の下、指導を行います。 

③ いじめが起きた集団への働きかけ 

  いじめの場面には被害者、加害者の他にいじめをはやしたてたり、おもしろがっ

て見たりしている「観衆」、見て見ぬふりをしている「傍観者」がいます。いじめ

を「観衆」がおもしろがったり、「傍観者」が黙認するといじめは助長されます。

児童生徒が「観衆」や「傍観者」とならず、いじめ問題と真正面から向き合い、当

事者意識を高めることが重要です。 

ア 「いじめを絶対許さない」という教員の姿勢を示し、学校、学級全員の問題とし

て取り組む雰囲気をつくり、いじめの解消に向けて主体的に取り組むよう指導します。 

イ いじめを黙認することは、いじめに加担することであり、許されないことである

ことを指導します。 

ウ いじめによって、学級内の人間関係や雰囲気が悪くならないようにするため、い

じめのあった学級には多くの教員が関わり、児童生徒の声に耳を傾けるようにします。 

エ 被害者や加害者のプライバシーの保護からも、騒ぎ立てることや話を不用意に広

めることのないよう、節度ある行動をするよう指導します。 

（４）家庭や地域、関係機関との連携 

① 家庭との連携 

社会全体で児童生徒を見守り、健やかな成長を促すためには、学校関係者と地域、
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家庭との連携が必要です。児童生徒の教育について第一義的責任を負うのは保護者

であり、いじめを許さないなどの規範意識を養うための指導をより適切に行うため

には、家庭との連携強化が重要です。 

ア 学校基本方針などについて、学校だよりなどで説明し、いじめ問題解決の重要性

の認識を広めると共に、家庭と緊密に連携します。 

イ ＰＴＡとの共催により、いじめの理解や携帯電話・スマートフォン等によるイン

ターネット利用などに関する説明会・研修等を企画・実施します。 

② 地域との連携 

児童生徒が日頃から、より多くの大人と関わることにより、社会性の育成やいじ

めの未然防止、早期発見につながる場合もあることから、児童生徒に対して、地域

行事等への参加・参画を促すことも有効です。 

ア 学校基本方針やいじめの防止等に関する取組を、学校だよりや地域における会議 

等で説明し、紹介することを通じて広報・啓発を図ります。 

イ 地域青少年育成会議と連携し、児童生徒が地域に関わる機会の充実を図ります。 

（５）関係機関との連携 

   いじめを防止したり早期解決を図ったりするために、ＪＡＳＴ、すこやかなくら

し支援室等の行政機関、児童相談所、警察署等と積極的に連携して対応します。 

第４ 重大事態への対処 

１ 学校及び教育委員会の調査 

以下の重大事態が発生した場合、学校は、初期調査を行います。 

加えて、専門委員会において、事実関係を明確にするための調査を実施します。

ただし、下の(1)ウに該当する場合は、専門委員会の調査に先立って、教育委員会が

学校と連携して調査します。 

（１）重大事態 

① 重大事態の意味 

ア いじめにより児童生徒の生命、心身又は財産に重大な被害が生じた疑いがあ

ると認められる場合 

・自殺を企図した場合 

・身体に重大な傷害を負った場合 

・金品等に重大な被害を被った場合 

・精神性の疾患を発症した場合 

など、児童生徒の状況に着目して判断する。 

イ いじめにより相当の期間、学校を欠席することを余儀なくされている場合 

「相当の期間」については、不登校の定義を踏まえ、年間 30 日を目安としま

すが、日数のみで判断せず、事案や被害児童生徒の状況を十分考慮して判断し

ます。 
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ウ その他の場合 

児童生徒や保護者から、いじめられていて重大事態に至ったという申立てが

あったときは、その時点で学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重大事

態とはいえない」と考えたとしても、重大事態が発生したものとして報告・調

査に当たります。 

② 重大事態の報告 

重大事態が発生した場合、学校は、情報を迅速に収集、整理し、いじめの概

要を把握するとともに、その概要を速やかに教育委員会に報告します。 

教育委員会は、学校から報告を受けた後、事実関係を整理して市長に報告し

ます。 

 

（２）学校による調査 

① 重大事態が発生した場合には、学校は直ちに初期調査を実施し、その結果を

教育委員会に報告します。 

② 初期調査は、以下の事項に留意して行います。 

ア 重大事態に至る要因となったいじめ行為が、いつ（いつ頃から）、誰から

行われ、どのような態様であったか、いじめを生んだ背景・事情や児童生徒

の人間関係にどのような問題があったか、学校・教職員がどのように対応し

たかなどの事実関係を調査し、明確にします。 

イ 調査に当たっては、いじめを受けた児童生徒や情報を提供した児童生徒を

守ることを最優先します。 

ウ 質問紙調査の実施により得られた結果については、いじめを受けた児童生

徒又はその保護者に提供する場合があることを、調査対象となる在校生やそ

の保護者に説明する等の措置をとります。 

エ 因果関係の特定を急がず、客観的な事実関係を速やかに調査します。 

オ 民事・刑事上の責任追及やその他の争訟等への対応を直接の目的とするも

のではなく、当該事態への対処や同種の事態の発生防止を図るものであると

の認識の下、調査に当たります。 

カ いじめを受けた児童生徒からの聴き取りにおいては、事情や心情を十分に 

聴き取ります。 

キ いじめを受けた児童生徒からの聴き取りが不可能な場合（いじめを受けた

児童生徒の入院や死亡などの場合）は、当該児童生徒の保護者の要望・意見

を十分に聴取し、迅速に当該保護者と調査について協議してから着手します。 

 

 

 

（３）上越市いじめ防止等対策専門委員会による調査 

① 教育委員会は、学校における重大事態の初期調査結果を専門委員会に速やか

に伝えます。 

② 専門委員会は、速やかに調査を開始し、その結果を教育委員会に報告します。 
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③ 教育委員会は、専門委員会による調査結果を市長に報告します。 

 その際、いじめを受けた児童生徒又はその保護者が希望する場合には、教育委

員会は当該児童生徒又はその保護者の所見の提供を受け、調査結果に添えて市

長に報告します。 

④ 学校は、専門委員会に対して積極的に資料を提供するとともに、調査結果を

重んじ、主体的に再発防止に取り組みます。 

 

（４）調査結果の提供 

 初期調査を実施する学校や、専門委員会から報告を受けた教育委員会は、以下

に留意し、調査結果をいじめを受けた児童生徒やその保護者に対して伝えます。 

① 調査により明らかになった事実関係（いじめ行為がいつ、誰から行われ、ど

のような態様であったか、学校がどのように対応したか）について、いじめを

受けた児童生徒やその保護者に対して、適時・適切な方法で説明します。 

② 他の児童生徒のプライバシーの保護など、関係者の個人情報に十分配慮し、

適切に提供します。ただし、いたずらに個人情報保護を理由に説明を怠るよう

なことがないよう留意します。 

 

（５）重大事態への対処の留意事項 

① 教育委員会は、必要かつやむを得ない場合には、当該児童生徒を一時的に学

校内の別室または、教育委員会内に設置している適応相談室等で学習させたり

するなど、必要な措置を講じます。また、緊急避難措置として児童生徒や保護

者から申し出があった場合、他の学校への転学等の措置を行います。さらに必

要に応じて、いじめを行った児童生徒の保護者に対して、当該児童生徒の出席

停止を命じます。 

②  学校は児童生徒や保護者等に不安や動揺が広がったり、風評等が流れたりし

ないよう、児童生徒や保護者への心のケアと落ち着いた学校生活を取り戻すた

めの支援に努めるとともに、正確な事実に基づいた情報発信や個人のプライバ

シーに配慮します。 

③  児童生徒の自殺という事態が起こった場合の調査の在り方については、遺族

の心情に十分配慮しながら、亡くなった児童生徒の尊厳を保持しつつ、その死

に至った経過を検証し、再発防止策を講じることを目指し、調査を行います。 

 

２ 市長による再調査及び措置 

（１）上越市いじめ問題再調査委員会が行う調査及び報告 

① 法第 28 条第１項の規定による調査結果の報告を受けた市長は、当該報告に係

る重大事態への対処が不十分又は、当該重大事態と同種の事態の発生の防止の

ため必要があると認めるときは、同調査の結果を再調査委員会において調査（以

下「再調査」という。）します。 

② 再調査委員会は、再調査の結果を市長に報告します。 

        また、市長は再調査の結果を上越市議会に報告します。その際、報告内容に
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ついては、個人のプライバシーに対して必要な配慮を行うものとします。 

        なお、再調査についても、初期調査等と同様に、いじめを受けた児童生徒及

びその保護者に対して、情報を適切に提供する責任があるものと認識し、適時・

適切な方法で、調査の進捗状況及び調査結果等を説明します。 

 

（２）再調査の結果を踏まえた措置等 

① 市長及び教育委員会は、再調査の結果を踏まえ、自らの権限及び責任におい

て、当該調査に係る重大事態への対処又は、当該重大事態と同種の事態の発生

の防止のために必要な措置を講じます。 

② 上記の「必要な措置」としては、教育委員会においては、例えば、指導主事

等の派遣による重点的な支援、生徒指導に専任的に取り組む教職員の配置など

人的体制の強化、心理や福祉の専門家、教員・警察官経験者など外部専門家の

追加配置等を検討するものとし、市長部局においては、必要な予算の確保や児

童福祉や青少年健全育成の観点からの措置等について検討します。 
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○上越市いじめ問題対策連絡協議会等条例 

平成２７年３月２７日 

条例第５号 

目次 

第１章 総則（第１条） 

第２章 上越市いじめ問題対策連絡協議会（第２条―第７条） 

第３章 上越市いじめ防止対策等専門委員会（第８条―第１１条） 

第４章 上越市いじめ問題再調査委員会（第１２条―第１４条） 

附則 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この条例は、いじめ防止対策推進法（平成２５年法律第７１号。以下「法」という。）

の規定に基づき、上越市いじめ問題対策連絡協議会、上越市いじめ防止対策等専門委員会

及び上越市いじめ問題再調査委員会に関し必要な事項を定めるものとする。 

第２章 上越市いじめ問題対策連絡協議会 

（設置） 

第２条 法第１４条第１項の規定に基づき、いじめの防止等（法第１条に規定するいじめの

防止等をいう。以下同じ。）に関係する機関及び団体（以下「関係機関等」という。）の

連携を図るため、上越市いじめ問題対策連絡協議会（以下「協議会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第３条 協議会の所掌事項は、次のとおりとする。 

(1) いじめの防止等のための対策の推進について協議すること。 

(2) 関係機関等相互の連絡調整を行うこと。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、いじめの防止等に係る施策の推進に必要と認められる事

項 

（組織） 

第４条 協議会は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱し、又は任命する１５人以内

の委員をもって組織する。 

(1) 新潟地方法務局の職員 

(2) 新潟県上越児童相談所の職員 

(3) 新潟県警察の職員 

(4) いじめの防止等の取組に関し識見を有する者 

資料NO.2 
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(5) 市の職員 

(6) 上越市立小学校及び中学校の校長 

(7) その他教育委員会が必要と認める者 

（委員の任期） 

第５条 協議会の委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。ただし、委員が欠けた場合の

補欠委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（守秘義務） 

第６条 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とす

る。 

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、協議会に関し必要な事項は、教育委員会が規則で定

める。 

第３章 上越市いじめ防止対策等専門委員会 

（設置） 

第８条 法第１４条第３項及び第２８条第１項の規定に基づき、いじめの防止等のための対

策を実効的に行い、及び重大事態が発生した場合の調査を行うため、上越市いじめ防止対

策等専門委員会（以下「専門委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第９条 専門委員会の所掌事項は、次のとおりとする。 

(1) 教育委員会の諮問に応じ、いじめの防止等のための対策について専門的知見から調査

研究し、及び審議すること。 

(2) 法第２８条第１項の規定による重大事態に係る事実関係を明確にするための調査を

行うこと。 

(3) 前２号に掲げるもののほか、いじめの防止等のため教育委員会が必要と認める事項 

（組織） 

第１０条 専門委員会は、次に掲げる者のうちから教育委員会が委嘱する６人以内の委員を

もって組織する。 

(1) 弁護士 

(2) 精神保健に関し学識経験を有する医師 

(3) 学識経験者 

(4) その他教育委員会が必要と認める者 

（準用） 
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第１１条 第５条から第７条までの規定は、専門委員会について準用する。 

第４章 上越市いじめ問題再調査委員会 

（設置） 

第１２条 法第３０条第２項の規定による再調査を行うため、上越市いじめ問題再調査委員

会（以下「再調査委員会」という。）を置く。 

（所掌事項） 

第１３条 再調査委員会は、市長の諮問に応じ、法第２８条第１項の規定による調査の結果

について、必要な調査を行う。 

（準用） 

第１４条 第５条から第７条まで及び第１０条の規定は、再調査委員会について準用する。

この場合において、第７条及び第１０条中「教育委員会」とあるのは、「市長」と読み替

えるものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２７年４月１日から施行する。 

（協議会の委員の任期の特例） 

２ この条例の施行の日以後最初に委嘱し、又は任命する協議会の委員の任期は、第５条の

規定にかかわらず、委嘱又は任命の日から平成２９年３月３１日までとする。 

 


